
事業番号 - - -

（ ）

官邸HPの位置づけから迅速・正確に情報を公開していくという点においては従前より重点的に取り組んでいる。課題はより多くの国民に届くメディアとすることである。このため現
在内閣広報室ではHPに加えて、SNSやYoutube等も活用した広報を展開しており、より幅広い層にリーチすることに努めている。また国際広報室では英語版ＨＰ、ＳＮＳ、YouTube
等を活用し、国際社会に向けた情報発信にも努めている。

令和6年度要求

-

-

-

87

(目) 18

　

　

　

(目)

21

情報処理業務庁費

庁費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
31%

主な増減理由（・要望額・予備費）

58%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.kantei.go.jp/

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 62

66

143%

執行率（％）
=(G)/(F)

31% 58% 143%

内閣官房共通費

2023 官房 22 0024

内閣官房

政策 -

事業の目的
（5行程度以内）

内閣の重要施策に関する広報を首相官邸ホームページ等を通じ、国内外に対して迅速・正確に分かりやすく伝えることにより、重要施策への理解を深めることを目的とする。

具体的には、
・内閣総理大臣の外国訪問での首脳会談、視察等の記録映像の作成・発信は、我が国のトップ外交について広く国民の理解を深める目的、
・官房長官の記者会見における同時通訳業務は、我が国の重要施策及び内外の諸問題についての考え方に関し諸外国の理解を深める目的
で実施している。

‐ 内閣参事官　小林　明生

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

内閣官房組織令第３条
関係する

計画、通知等
‐

事業名 内閣広報経費 担当部局庁 内閣広報室 作成責任者

事業開始年度

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

-

-

平成16年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

87

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 74 69 74 62 87

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

内閣総理大臣が国際会議等で外国を訪問した際の動向や発言を動画を用いて国民に分かりやすく伝えるために記録映像を作成し、首相官邸ホームページ等を通じて配信。
また、内閣の重要施策を国際社会に迅速・正確に情報発信することで対日理解を促進させるために、平成24年度より内閣官房長官の記者会見の日英同時通訳を実施。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 23 40 106

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

74 69 74 62

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

44



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

当該事業には終了年度はなく、今後も半永久的に実施していくもので、特定のゴールを持った政策ではなく広報活動であり、最終目標年度の設定が不可能であ
る。そのため、短期、中期、長期等に分けてアウトカムを設定することは難しく、単一のアウトカム設定とした。

91,817 66,208 45,299 -

目標値 件 40,000 40,000 40,000 -

達成度 ％ 229.5 165.5 113.2 -

成果実績 件

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

官房長官記者会見映像（英語版）視聴
件数

映像（英語版）視聴件数

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

内閣の重要施策を英語で迅速・正確に発信するという課題に対し、今後も継続的に英語による発信を行うことで情報へのアクセスを維持していくこととし、官房長官
会見映像（英語版）視聴件数の維持・増加をアウトカムとして設定した。

活動内容②
（アクティビティ）

国民及び国際社会を対象に、内閣総理大臣及び官房長官の会見等を通じて内閣の重要施策を英語で迅速・正確に情報発信するため、同時通訳者及び通訳設備
を配置する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

官房長官会見同時通訳実施
官房長官会見同時通訳実施
回数

活動実績 回 437 416 426 - -

当初見込み 回 500 500 500 500 500

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

件 30,780 120,169 330,141

目標値 件 310,000 310,000 310,000

国民を対象に、内閣総理大臣が国際会議等で外国を訪問した際の動向や発言を首相官邸ホームページ等を通じ、映像で提供する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 回

- -

13

活動目標 活動指標

13

回 6

↓

活動内容①
（アクティビティ）

総理公務記録実施 総理公務記録実施回数
活動実績

- 年度

首相官邸ホームページ総理外遊記録映
像視聴件数の増加

映像視聴件数

達成度

単位 令和2年度

9.9

目標最終年度

38.8

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1

-

106.5％

9

今後も広く広報を行うことで認知度を向上させていくこととし、ホームページの視聴者数（件数）をアウトカムとして設定した。

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

当該事業には終了年度はなく、今後も半永久的に実施していくもので、特定のゴールを持った政策ではなく広報活動であり、最終目標年度の設定が不可能であ
る。そのため、短期、中期、長期等に分けてアウトカムを設定することは難しく、単一のアウトカム設定とした。

1313 13

成果実績



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 0011

備考

内閣官房

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0014

平成25年度 0012

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努めることとし、それを反映した概算要求とした。

現状通り

現状通り

0012

平成30年度 0011

平成23年度 -

引き続き、タイムリーな発信に努めるとともに、官邸ホームページとSNS双方の特性を生かし、それぞれにおいて動画の本数と質の最適なバランスを模索しつつ、
相互リンク等で露出を補完し全体的な動画再生の需要を喚起しながら国民の期待に応えていく。また、こうした取組を通じ、官房長官会見（英語版）の視聴件数を
維持・増加させることで、我が国の考え方に対する諸外国の理解を深める機会を増やす。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0012

平成29年度 0012

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣官房 0020

0045

令和4年度 2022 官房 21 0023

2021 官房

上記への対応状況

-

上記への対応状況

国民により興味を持っていただくため、字幕付きかつ短時間で見やすいYoutubeショート動画への投稿回数を増やすなどの対応をしているところ。成果目標へフォロ
ワー数を加えることについては、設定する目標値及び評価の仕方について引き続き検討していく。

視聴者の滞在地域、年齢、所得階層、独居、その他の属性を含むユーザーの個人情報を取得することは困難であるため、視聴件数といった定量的な成果指標を
設定している。なお、また、多言語化については、官邸ＨＰ中国語版を運用することで対応している。

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0021

-

R４有識者所見
事業自体は有意義なものであるだけに、もっと広く見てもらえるような方法を検討していただきたい。少し親しみやすいカジュアルな発信があってもよいのではない
か。また、インスタグラムの場合、SNSのみで見る方も多いように思うので、フォロワー数を成果目標に加えてもよいように思う。（ツイッターに関しては「詳細はこち
ら」とHPに誘導する形になっているので、HPのPVでカウントできているが）
R3有識者所見
内閣広報経費の政策目的が国民への情報発信であるならば、発信した情報を、国民のどの階層、どういった地域在住の国民か、年齢、所得階層、独居、その他の
属性をふまえた成果の確認を、定期的に確認するべきであろう。また、英語版は視聴する人の属性も、確認するべきである。なお、中国語、韓国語などの多言語化
も考慮に入れるべきではないか。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

内閣総理大臣の外国訪問での記録映像を作成・発信することは、我が国の代表としての各国首脳と
の会談、視察等、我が国のトップ外交について広く国民の理解を深めるためという目的において重要
である。
また、官房長官の記者会見における同時通訳業務は、我が国の重要施策及び内外の諸問題につい
ての考え方に関し諸外国の理解を深めるために行われるものであるが、特に、周辺諸国に対する国
際広報の一層の強化を図る目的においても必要なものである。なお、本業務は経費を抑えるため、
業務遂行に必要な機材を別途調達した上で、一般競争入札により実施している。
令和４年度の内閣総理大臣外国訪問記録映像については、新型コロナウイルスの影響が世界的に
縮小しつつあり、訪問機会が昨年より増加したことにより、前年度に比較し執行額が増加した。ま
た、令和４年度に実施したホームページのリニューアルによりユーザビリティが向上したことや、
SNS、Youtube等への投稿なども行った結果、視聴件数の目標値を上回った。
また、官房長官会見の英語版動画については、昨年度同様に、目標値を超える水準で達成した。

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に反映させること。

外部有識者の所見

点検対象外



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 スタッフ等の人件費 17 人件費 通訳士の人件費 8

旅費 スタッフ等の旅費

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

物件費 撮影、編集等に使用した物件費その他 48

計 87 計 8

22

人件費 音響機器作業者の人件費 12

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

内閣官房

１０６百万円

A.株式会社 毎日映画社

８7百万円

一般競争入札（最低価格）

B.株式会社 インターグループ

８百万円

一般競争入札（最低価格）

内閣官房長官記者会見における
日英同時通訳業務

一般競争入札（最低価格）

C.株式会社 ステージ

１２百万円

内閣官房長官記者会見における
日英同時通訳音響機器運用業務

内閣総理大臣の諸外国訪問に係
る記録映像撮影業務



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社毎日映画社 9010001029962
内閣総理大臣の諸外国訪問
に係る記録映像撮影

87
一般競争契約
（最低価格）

1 -
落札率については、予定価格が類推される
おそれがあることから未記載とする。

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率については、予定価格が類推される
おそれがあることから未記載とする。

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社インターグループ 8120001060882
内閣官房長官記者会見にお
ける日英同時通訳業務

8
一般競争契約
（最低価格）

2 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社ステージ 3013301015869
内閣官房長官記者会見における日
英同時通訳音響機器運用業務 12

一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-
落札率については、予定価格が類推される
おそれがあることから未記載とする。

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

